
介 護 保 険 料
・徴収方法は、年金から天引きされる特別徴収、町から　
  送付される納付書で納める普通徴収があります。
・介護保険料の令和３年度分の収入額は約２億 1147 万
  円で、収納率は 99.50% でした。

介護保険被保険者数（令和４年３月 31日現在）

・第１号被保険者数（65 歳以上）　3,532 人

サービスの種類 保険給付額
居宅サービス ２億 954 万 3932 円

訪問サービス 6886 万 5606 円
通所サービス 7145 万 7794 円
短期入所サービス 204 万 9591 円
福祉用具・住宅改修サービス 1529 万 2934 円
特定施設入居者生活介護サービス 1660 万 916 円
居宅介護支援・介護予防支援 3527 万 7091 円

施設サービス ４億 9421 万 8740 円
地域密着型サービス 2 億 1082 万 2743 円
その他の給付 8215 万 7968 円

高額介護・医療合算サービス 3095 万 7572 円
特定入所者介護サービス 5120 万 396 円

審査支払手数料 69 万 1654 円

計 ９億 9743 万 5037 円
（前年度差　+977 万 5778 円）

■介護サービスの利用に対する保険給付費

区分 要支援
１

要支援
２

要介護
１

要介護
２

要介護
３

要介護
４

要介護
５

計
（前年度差）

認定者数
（人） 96 67 173 118 79 84 53 670

（-34）

■要介護（支援）認定者数 （令和４年３月 31 日現在）

区分 要支援
１

要支援
２

要介護
１

要介護
２

要介護
３

要介護
４

要介護
５

計
（前年度差）

受給者数
（人） 34 37 117 60 25 13 8 294

（+25）

■居宅介護サービス利用者数
（訪問介護、通所介護、短期入所、福祉用具貸与など）

（令和４年２月サービス提供分）

区分 要支援
１

要支援
２

要介護
１

要介護
２

要介護
３

要介護
４

要介護
５

計
（前年度差）

受給者数
（人） 0 0 32 28 16 10 4 90

（0）

■地域密着型介護サービス利用者数
（グループホーム、小規模特養、小規模通所介護）

（令和４年２月サービス提供分）

区分 介護老人福祉施設
（特養）

介護老人保健
施設

介護療養型
医療施設 介護医療院 計

（前年度差）

受給者数
（人） 87 19 11 31 148

（+14）

■施設介護サービスの利用者数
（令和 4 年２月サービス提供分）

　　 護保険制度は、介護が必要になった高齢者などがサー
　　 ビスを利用したときに、利用料の９割（一定以上の所
得がある人は８割、現役並みの所得がある人は７割）を保
険給付する制度です。　　　　　　　　　　　    
　保険からの給付費は、65 歳以上の人が納める介護保険料
と 40 歳～ 64 歳までの人の医療保険に加算される介護分を
合わせて約半分、残りの約半分を国・道・町の負担金で賄っ
ています。            　　　　　 
　超高齢社会の中、町でも要支援・要介護の認定者数、介
護給付額は近年、増加傾向です。高齢者が安心して暮らせ
るよう、社会全体で支える仕組みになっているので皆さん
の理解と協力をお願いします。
　また、保険料の負担を軽減するため、一人ひとりができ
るだけ長く健康でいることも大切です。ぜひ、日ごろから
健康管理や適度な運動を心がけましょう。

介

みんなが安心して暮らすためには、
健康を守ることが大切なんだね！

事業の区分 費用額
介護予防・日常生活支援総合事業

（介護予防教室など） 2274 万 5231 円

包括的支援事業
（包括の運営、生活支援体制整備など） 3247 万 1935 円

任意事業
（紙おむつなどの支給、適正化事業など） 84 万 9383 円

計 5606 万 6549 円
（前年度差　ー 285 万 8138 円）

■地域支援事業にかかった費用
　地域支援事業は、高齢者の介護予防や介
護が必要な状態になっても自宅で生活を続
けられるように支援するための事業です。

（地域包括支援センター人件費などを含む）

令和　　年度令和　　年度
支え合いでいつまでも安心な暮らし支え合いでいつまでも安心な暮らし

介護保険の状況介護保険の状況
■問合せ■問合せ　健康福祉課介護保険グループ（☎ 74-3001　健康福祉課介護保険グループ（☎ 74-3001））
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